
令和元年度決算報告 

一般会計：歳入 11.2％増、歳出 11.1％増、実質黒字 7億 4,379万円 

  一般会計とは、市税などを主な財源に、道路・公園の建設や福祉、医療、教育など、まちづくり

に関する事業を行うための中心的な会計です。 

令和元年度の決算額は、対前年度伸び率が歳入 11.2％の増、歳出 11.1％の増となりました。 

令和元年度当初予算額は 901億 8,000万円で、決算額は歳入が 895億 7,291万円、歳出が

882億 192万円となりました。 

歳入から歳出を差し引いた 13億 7,099万円から令和 2年度へ繰り越した 6億 2,720万円を差

し引いた 7億 4,379万円が実質的な黒字になりました。 

歳入 

市税は、個人及び法人市民税の増などにより、前年度と比べ約 4億 5千万円増の 272億

7,509万円になりました。 

地方交付税は、基準財政需要額の増などにより、約 1億 6千万円増の 156億 9,035万円に、

国庫支出金は、社会資本整備総合交付金や二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金の増などに

より、約 26億 1千万円増の 126億 8,698万円になりました。 

また、市債はごみ処理施設整備事業の増などにより、約 16億 4千万円増の 127億 9,885万円

になりました。 

歳入の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※1）自主財源…市が自ら調達できる収入 

（※2）依存財源…国や県を経由する収入 



  市税の内訳 

区分 令和元年度決算 構成比 前年度比 

個人市民税 100億 7,243万円 36.9% 1.1% 

法人市民税 26億 4,018万円 9.7% ▲2.9% 

固定資産税 112億 4,241万円 41.2% 3.2% 

軽自動車税 5億 7,351万円 2.1% 4.8% 

たばこ税 11億 5,692万円 4.3% 0.6% 

入湯税 8,075万円 0.3% 1.4% 

都市計画税 15億 889万円 5.5% 2.4% 

合  計 272億 7,509万円 100.0% 1.7% 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳出 

民生費は、児童扶養手当等支給事業費の増などにより、前年度と比べ約 3億 5千万円増の 280

億 6,655万円になりました。 

総務費は、地域交流センター建設事業費の増などにより、前年度と比べ約 10億 5千万円増の

119億 8,203万円になりました。 

土木費は、中心市街地核づくり推進事業の増などにより、前年度と比べ約 14億 9千万円増の 114

億 5,302万円になりました。 

このほか、公債費は長期債償還元金の増により、前年度と比べ約 2億 7千万円増の 98億 3,009

万円になりました。 

 

歳出の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

一般会計決算規模の推移 

区 分 令和元年度 平成 30年度 

歳 入 895億 7,291万円 805億 8,296万円 

歳 出 882億 192万円 793億 8,371万円 

差 引 13億 7,099万円 11億 9,925万円 

対前年度比較(歳入) 
89億 8,995万円 

11.2％ 

13億 3,873万円 

1.7％ 

対前年度比較(歳出) 
88億 1,821万円 

11.1％ 

12億 2,672万円 

1.6％ 

  

特別会計 歳入総額 416億 9,832万円 歳出総額 409億 6,471万円 

区  分 歳  入 歳  出 

 国民健康保険 201億 2,318万円 199億 7,769万円 

 後期高齢者医療 30億 2,982万円 29億 8,554万円 

 介護保険 176億 4,706万円 171億 4,653万円 

 介護サービス事業 1,449万円 1,012万円 

 駐車場事業 5,933万円 4,024万円 

鋳銭司第二団地整備事業 1億 280万円 1億 277万円 

 簡易水道事業 6億 9,366万円 6億 8,187万円 

 地域下水道事業 637万円 537万円 

 国民宿舎 1,248万円 803万円 

 特別林野 913万円 655万円 

合  計 416億 9,832万円 409億 6,471万円 

  

 

 

 

 

 

 

 



参考資料 

財政関係指標（普通会計等） 

指 標 区 分 令和元年度 平成 30年度 平成 29年度 

 経常収支比率 (％) 95.2 93.3 90.9 

 標準財政規模 (千円) 46,139,455 45,989,172 45,858,759 

 財政力指数(単年度) 0.638 0.644 0.648 

 財政力指数(3 カ年平均) 0.643 0.645 0.648 

 実質公債費比率(単年度) (％)   5.7 5.4 4.5 

 実質公債費比率(3 カ年平均) (％)  5.1 4.7 4.4 

 将来負担比率 (％) 37.4 23.5 22.5 

   

用語の説明 

  

● 普通会計 

全国統一の基準で他の地方公共団体と比較できるように、一般会計と特別会計の一部を合わせた

統計上の会計のことをいいます。 

● 経常収支比率 

財政構造の弾力性を示す指標で、数値が低いほどゆとりがあるといえます。人件費・公債費・扶助

費などの毎年支出される経費に、地方税・普通交付税などの毎年収入される一般財源がどの程度

充当されているかを示しています。 

● 標準財政規模 

標準的に収入される経常的な一般財源の大きさを示します。経常収支比率・実質公債費比率などの

指標の分母となる数値で、標準税収入額に普通交付税、地方譲与税などを加算して算出します。 

● 財政力指数 

基準財政収入額を基準財政需要額で割って財政力を示す指標です。過去３カ年の平均値が、１を超

えると普通交付税の不交付団体となります。 

● 実質公債費比率 

起債制限比率に公営企業や一部事務組合の起債借入分、債務負担行為の公債費分などを加えた

連結ベースの実質的な債務をもとに算出することにより、財政の健全度を示す指標です。平成１８年

度からの地方債協議制への移行に伴い設けられた指標で、過去３カ年の平均値が１８％を超える

と、市債の借入の際に、協議ではなく許可申請が必要となります。 

● 将来負担比率 

実質公債費比率の対象となる会計の将来負担（借入金や退職手当必要額、債務負担行為など）に

加えて、第三セクターの将来負担をも加えた負債全体について、負債の償還に充てることができる

基金や地方交付税等の額を控除した実質的な負債が、収入額に対してどの程度の割合になるかを

示したものです。この将来負担比率が３５０％以上となった場合は、国が定める財政健全化計画を

策定することが必要になります。 

  

  

 

 

 

 

 



 

 

 


